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791 789

関係する計
画、通知等

独立行政法人国立健康・栄養研究所法
独立行政法人通則法

独立行政法人国立健康・栄養研究所中期目標
独立行政法人国立健康・栄養研究所中期計画

22年度 23年度要求

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室
独立行政法人国立健康・栄養研究
所

上位政策

事務部長　吉田光男独立行政法人国立健康・栄養研究所

一般会計

担当部局庁

－

総事業費(執行ベース) 812 791 789

791

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 789

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

一部改善（事業の優先度、事業仕分けを勘案し縮減）

　執行状況については適切であるものの、事業仕分けの結果を踏まえた効率化を図ること。（人件費の削減等）

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

当研究所においては、今後も、複数者から見積書を取る等により、適切に契約を締結し、真に事業に必要である経費
のみ支出する。

当研究所の研究内容がについては、高い知識を要する分析や解析などの研究の割合が多いため、業務委託などの支
出は研究業務を推進する上で付随的なものである。また、当研究所契約事務取扱要領で再委託の制限をしており、真
に事業に必要である経費のみ支出している。

事業番号 570

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成１３年度独立行政法人国立健康・栄養研究所運営費交付金

執行率 100% 100% 100%

当研究所で取り組む調査研究の成果や結果内容を社会還元することにより、国民の健康的な生活習慣の確立、生活
習慣病の予防・治癒の進展、医療費の削減などに大きく寄与している。

812

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

国民の栄養、健康の保持増進に関する調査研究や国民の栄養その他国民の食生活に関する調査研究、また健康増
進法に基づく国民健康・栄養調査の集計、特別用途食品の許可・承認に必要な試験及び収去された食品の試験などを
実施している。

国民の健康の保持及び増進に関する調査・研究等を行い、国民の栄養、運動、健康、健康食品等について、公平・客
観的な科学的知見の提示等を行うことにより、もって、国民の公衆衛生の向上及び増進を図る。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

702812



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

【一般競争契約・随意契約】

厚生労働省

独立行政法人国立健康・栄養研究所

789百万円

（業務委託）
Ａ．東京ビジネスサービス㈱

ほか６８社

３０百万円

（賃貸借関連）
Ｂ．ＮＥＣキャピタルソリューション

㈱

ほか１２社

１２．５百万円

【一般競争入札・随意契約】 【一般競争入札・随意契約】

うち事務費

年間６８４百万円

（人件費、消耗品費等）

（保守関連）
Ｃ．富士ゼロックス㈱ほか１０社

１６百万円

（修繕費）
Ｄ．民間企業（２１社）

年間 ４百万円

【随意契約】

（委員等旅費関連）
Ｆ．個人（７名）

年間 ０．０３百万円

（謝金関連）
Ｅ．個人（６２名）

３百万円



0計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

0

Ｄ． Ｈ．

計 3 計

保守料 複写機等保守業務 5

Ｃ．.富士ゼロックス Ｇ．

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 4 計

賃貸借料 遺伝子増幅装置 1

賃貸借料 生体ガス分析用質量分析装置 3

Ｂ．ＮＥＣキャピタルソリューション㈱ Ｆ.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 4 計

業務委託費 プール施設日常点検業務等 4

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

Ａ．東京ビジネスサービス㈱ Ｅ．.



A 企業名 金額(円）
1 東京ビジネスサービス㈱ 4,331,251
2 ㈱ＫＹＯＡ 2,454,215
3 大和綜合印刷㈱ 2,442,809
4 日本食品分析センター 2,013,984
5 フォーム印刷社 1,451,625
6 ㈱ＫＹＯＡ 1,256,516
7 ㈱リバース 1,193,052
8 ㈱朝陽会 1,153,926
9 ㈱システム・リボルーション 1,050,000
10 板橋中央検診センター 1,035,195

（賃貸借関連）
B 企業名 金額(円）
1 ＮＥＣキャピタルソリューション㈱ 3,578,299
2 GEフィナンシャルサービス株式会社 1,514,768
3 ＮＴＴファイナンス（株） 1,483,584
4 ＪＡ三井リース㈱ 1,049,580
5 SAS Institute Japan株式会社 913,080
6 日立キャピタル（株） 898,128
7 日本GE株式会社 757,384

8 平山不動産㈱ 575,100

9 よみうりホール 489,300
10 エルゼビア・ビー・ブイ サイエンス・アンド・テクノロジー 343,771

（保守料関連）
C 企業名 金額(円）
1 富士ゼロックス㈱ 5,039,681
2 ＮＥＣネクサスソリューションズ㈱ 3,283,980
3 キャノンマーケティングジャパン㈱ 2,903,841
4 富士ゼロックス（株） 1,568,910
5 （株）高電社 999,180
6 ㈱システムエグゼ 749,952

7 スフィアネット株式会社 567,600

8 ㈱チヨダサイエンス 496,230
9 神田通信機㈱ 189,000
10 コニカミノルタビジネスソリューションズ㈱ 18,319

（修繕費関連）
Ｄ 企業名 金額(円）
1 中野電子工業㈱ 492,975
2 富士医科産業㈱ 420,000
3 池田理化㈱ 374,545

4 チヨダサイエンス㈱ 367,939

5 ＳＩサイエンス㈱ 347,723
6 エプソンiソリューションズ㈱ 307,618
7 東京ビジネスサービス㈱ 168,000
8 ㈱シナノ製作所 135,975
9 東洋メディック㈱ 134,925
10 ㈲エスアンドエムイー 113,400

（業務委託費）



（謝金関連）
Ｅ 企業名 金額(円）
1 研究協力者Ａ 648,000
2 研究協力者Ｂ 384,000
3 研究協力者Ｃ 191,580

4 研究協力者Ｄ 122,570

5 研究協力者Ｆ 91,300
6 研究協力者Ｇ 66,400
7 研究協力者Ｈ 60,000
8 研究協力者Ｉ 58,100
9 研究協力者Ｊ 40,400
10 研究協力者Ｋ 40,400

（委員等旅費関連）
Ｆ 企業名 金額(円）
1 委員Ａ 9,520
2 委員Ｂ 5,360
3 委員Ｃ 5,320
4 委員Ｄ 4,200
5 委員Ｅ 2,760
6 委員Ｆ 2,520
7 委員Ｇ 2,340


